
​議案第１号​

​札幌市立幼稚園園則の一部改正について​

​令和８年（２０２６年）６月２４日提出​

​教育長　山　根　直　樹​

​札幌市立幼稚園園則の一部を改正する規則​

​札幌市立幼稚園園則（昭和４２年教育委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。​

​次の表中改正前の欄に掲げる規定の下線を付した部分及び太線で囲んだ部分（第１号及び第２号において「改正部分」とい​

​う。）並びに改正後の欄に掲げる規定の下線を付した部分及び太線で囲んだ部分（第１号及び第３号において「改正後部分」とい​

​う。）については、次のとおりとする。​

​(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後部分に改める。​

​(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。​

​(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。​

​改　正　前​ ​改　正　後​

​（定員）​

​第２条　幼稚園の幼児の定員は、別表１のとおりとする。​

​（定員）​

​第２条　幼稚園の幼児の定員は、別表１のとおりとする。​​ただ​



​（入園時期）​

​第10条　幼児の入園時期は４月とする。ただし、欠員のある場​

​合は、随時入園させることができる。​

​別表１​

​名称​

​定員​

​３歳の幼児​ ​４歳の幼児​ ​５歳の幼児​

​札幌市立中央幼稚​

​園​

​20人​ ​35人​ ​35人​

​札幌市立白楊幼稚​

​園​

​20人​ ​35人​ ​35人​

​札幌市立きくすい​

​もとまち幼稚園​

​20人​ ​35人​ ​35人​

​し、３歳の幼児について園長が特に必要があると認めるとき​

​は、４歳の幼児の定員を超えず、かつ、教育に支障のない範​

​囲内で定員を超えて入園させることができる。​

​（入園時期）​

​第10条　幼児の入園時期は４月とする。ただし、欠員のある​

​場合​​又は第２条ただし書の規定により入園させる場合​​は、随​

​時入園させることができる。​

​別表１​

​名称​

​定員​

​３歳の幼児​ ​４歳の幼児​ ​５歳の幼児​

​札幌市立中央幼稚​

​園​

​20人​ ​30人​ ​30人​

​札幌市立白楊幼稚​

​園​

​20人​ ​30人​ ​30人​

​札幌市立きくすい​

​もとまち幼稚園​

​20人​ ​30人​ ​30人​



​札幌市立かっこう​

​幼稚園​

​20人​ ​35人​ ​35人​

​札幌市立はまなす​

​幼稚園​

​20人​ ​35人​ ​35人​

​　備考　（略）​

​札幌市立かっこう​

​幼稚園​

​20人​ ​30人​ ​30人​

​札幌市立はまなす​

​幼稚園​

​20人​ ​30人​ ​30人​

​　備考　（略）​

​附　則​

​１　この規則は、令和９年４月１日から施行する。​

​２　この規則の施行の日から令和１０年３月３１日までの間は、改正後の別表１の規定中​

​「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「​

​５歳の幼児​ ​５歳の幼児​

​30人​ ​35人​

​30人​

​とあるのは​

​35人​

​　　　とする。​

​30人​ ​35人​

​30人​ ​35人​



​30人​ ​35人​

​　                  」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　​

​（理　由）​

​国の基準の変更等を踏まえて、市立幼稚園の定員を引き下げる等のため、本案を提出する。​



​R8.6月　教職員担当部​

​札幌市立幼稚園園則の一部改正について​

​1. 改正理由​
​●​ ​国の設置基準の引き下げ:​​近年、特別な配慮を必要とする幼児が増加傾向に​

​あることなどを踏まえ、一人ひとりに応じた行き届いた教育を推進するた​
​め、国の「幼稚園設置基準」が改正された（1学級の幼児数が原則「35人以​
​下」から「30人以下」に引き下げられた）。​

​●​ ​特別な教育的支援を必要とする幼児の受け入れ枠確保:​​市立幼稚園には、特​
​別な支援を必要とする幼児などを受け入れる役割が期待されている。一方​
​で、現状の3歳児の定員（20人）のみでは十分な受け入れ人数を確保できな​
​い場合があるため、柔軟な対応を可能にする必要がある。​

​2. 改正内容​

​区分​ ​現状​ ​改正（案）​

​①4歳児および​
​5歳児の定員​

​各35人​ ​各30人に引き下げ​
​（国の設置基準改正に合わせた措置）​

​②3歳児の定員​ ​20人（初めての集団生​
​活であり、教員1人当​
​たりの幼児数に配慮し​
​た本市独自の基準）​

​20人のまま据え置き​
​（既に国の新しい設置基準である30人​
​を下回っているため）​

​③3歳児定員の​
​「特例」の新設​

​特例規定なし​ ​・園長が特に必要があると認める場合​
​は、教育に支障のない範囲内で定員（​
​20人）を超えて入園させることができ​
​るよう改正。​
​・ただし、進級した際に4歳児の定員​
​を超過しないよう、受入上限は「4歳​
​児の定員（30人）まで」とする。​

​④入園時期の例​
​外（随時入園）​
​の要件緩和​

​原則4月入園として、​
​欠員がある場合のみ随​
​時入園を認めている。​

​上記③の「園長が特に必要があると認​
​めて入園させる場合」は、欠員の有無​
​にかかわらず、随時の入園を認める。​

​3. 施行期日と経過措置​
​●​ ​施行期日:​​令和9年（2027年）4月1日​​から施行​
​●​ ​経過措置:​​令和8年度に定員35人で入園した4歳児が、令和9年度に5歳児へ進​

​級する際に定員（30人）を超えることを許容するための経過措置を設けるこ​
​ととしたい。​

















幼稚園設置基準

発令　　：昭和31年12月13日文部省令第32号

最終改正：令和8年2月20日号外文部科学省令第3号

改正内容：令和8年2月20日号外文部科学省令第3号[令和８年２月２０日]

 

○幼稚園設置基準

〔昭和三十一年十二月十三日文部省令第三十二号〕

学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第三条の規定に基き、幼稚園設置基準を次のように定める。

幼稚園設置基準

目次

第一章　総則（第一条・第二条）

第二章　編制（第三条―第六条）

第三章　施設及び設備（第七条―第十二条）

第四章　雑則（第十三条）

附則

第一章　総則

（趣旨）

第一条　幼稚園設置基準は、学校教育法施行規則（昭和二十二年文部省令第十一号）に定めるもののほか、この省令の定めるところによる。

（基準の向上）

第二条　この省令で定める設置基準は、幼稚園を設置するのに必要な最低の基準を示すものであるから、幼稚園の設置者は、幼稚園の水準の向上を図

ることに努めなければならない。

第二章　編制

（一学級の幼児数）

第三条　一学級の幼児数は、三十五人以下を原則とする。

（学級の編制）

第四条　学級は、学年の初めの日の前日において同じ年齢にある幼児で編制することを原則とする。

（教職員）

第五条　幼稚園には、園長のほか、各学級ごとに少なくとも専任の主幹教諭、指導教諭又は教諭（次項において「教諭等」という。）を一人置かなけ

ればならない。

２　特別の事情があるときは、教諭等は、専任の副園長又は教頭が兼ね、又は当該幼稚園の学級数の三分の一の範囲内で、専任の助教諭若しくは講師

をもつて代えることができる。

３　専任でない園長を置く幼稚園にあつては、前二項の規定により置く主幹教諭、指導教諭、教諭、助教諭又は講師のほか、副園長、教頭、主幹教

諭、指導教諭、教諭、助教諭又は講師を一人置くことを原則とする。

４　幼稚園に置く教員等は、教育上必要と認められる場合は、他の学校の教員等と兼ねることができる。

第六条　幼稚園には、養護をつかさどる主幹教諭、養護教諭又は養護助教諭及び事務職員を置くように努めなければならない。

第三章　施設及び設備

（一般的基準）

第七条　幼稚園の位置は、幼児の教育上適切で、通園の際安全な環境にこれを定めなければならない。

２　幼稚園の施設及び設備は、指導上、保健衛生上、安全上及び管理上適切なものでなければならない。

（園地、園舎及び運動場）

第八条　園舎は、二階建以下を原則とする。園舎を二階建とする場合及び特別の事情があるため園舎を三階建以上とする場合にあつては、保育室、遊

戯室及び便所の施設は、第一階に置かなければならない。ただし、園舎が耐火建築物で、幼児の待避上必要な施設を備えるものにあつては、これら

の施設を第二階に置くことができる。

２　園舎及び運動場は、同一の敷地内又は隣接する位置に設けることを原則とする。

３　園地、園舎及び運動場の面積は、別に定める。

（施設及び設備等）

第九条　幼稚園には、次の施設及び設備を備えなければならない。ただし、特別の事情があるときは、保育室と遊戯室及び職員室と保健室とは、それ

ぞれ兼用することができる。

一　職員室

二　保育室

三　遊戯室
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四　保健室

五　便所

六　飲料水用設備、手洗用設備、足洗用設備

２　保育室の数は、学級数を下つてはならない。

３　飲料水用設備は、手洗用設備又は足洗用設備と区別して備えなければならない。

４　飲料水の水質は、衛生上無害であることが証明されたものでなければならない。

第十条　幼稚園には、学級数及び幼児数に応じ、教育上、保健衛生上及び安全上必要な種類及び数の園具及び教具を備えなければならない。

２　前項の園具及び教具は、常に改善し、補充しなければならない。

第十一条　幼稚園には、次の施設及び設備を備えるように努めなければならない。

一　放送聴取設備

二　映写設備

三　水遊び場

四　幼児清浄用設備

五　給食施設

六　図書室

七　会議室

（他の施設及び設備の使用）

第十二条　幼稚園は、特別の事情があり、かつ、教育上及び安全上支障がない場合は、他の学校等の施設及び設備を使用することができる。

第四章　雑則

（保育所等との合同活動等に関する特例）

第十三条　幼稚園は、次に掲げる場合においては、各学級の幼児と当該幼稚園に在籍しない者を共に保育することができる。

一　当該幼稚園及び保育所等（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法律第七十七号）第二条第五

項に規定する保育所等をいう。以下同じ。）のそれぞれの用に供される建物及びその附属設備が一体的に設置されている場合における当該保育所

等において、満三歳以上の子どもに対し学校教育法第二十三条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行うに当たり、当該幼稚園との緊密な連

携協力体制を確保する必要があると認められる場合

二　前号に掲げる場合のほか、経済的社会的条件の変化に伴い幼児の数が減少し、又は幼児が他の幼児と共に活動する機会が減少したことその他の

事情により、学校教育法第二十三条第二号に掲げる目標を達成することが困難であると認められることから、幼児の心身の発達を助長するために

特に必要があると認められる場合

２　前項の規定により各学級の幼児と当該幼稚園に在籍しない者を共に保育する場合においては、第三条中「一学級の幼児数」とあるのは「一学級の

幼児数（当該幼稚園に在籍しない者であつて当該学級の幼児と共に保育されるものの数を含む。）」と、第五条第四項中「他の学校の教員等」とあ

るのは「他の学校の教員等又は保育所等の保育士等」と、第十条第一項中「幼児数」とあるのは「幼児数（当該幼稚園に在籍しない者であつて各学

級の幼児と共に保育されるものの数を含む。）」と読み替えて、これらの規定を適用する。

附　則

１　この省令は、昭和三十二年二月一日から施行する。

２　園地、園舎及び運動場の面積は、第八条第三項の規定に基き別に定められるまでの間、園地についてはなお従前の例により、園舎及び運動場につ

いては別表第一及び別表第二に定めるところによる。ただし、この省令施行の際現に存する幼稚園については、特別の事情があるときは、当分の

間、園舎及び運動場についてもなお従前の例によることができる。

３　第十三条第一項の規定により幼稚園の幼児と保育所等に入所している児童を共に保育し、かつ、当該保育所等と保育室を共用する場合において

は、別表第一及び別表第二中「面積」とあるのは、「面積（保育所等の施設及び設備のうち幼稚園と共用する部分の面積を含む。）」と読み替え

て、これらの表の規定を適用する。

附　則〔昭和三七年一月三一日文部省令第二号〕

この省令は、昭和三十七年二月一日から施行する。

附　則〔昭和四一年一二月二七日文部省令第四四号〕

この省令は、昭和四十二年二月一日から施行する。

附　則〔昭和四六年三月二二日文部省令第八号〕

この省令は、昭和四十六年四月一日から施行する。

附　則〔昭和四九年八月八日文部省令第三八号〕

沿革

平成　元年　三月二二日号外文部省令第三号〔教育職員免許法施行規則等の一部を改正する省令六条による改正〕

この省令は、学校教育法の一部を改正する法律〔昭和四九年六月法律第七〇号〕の施行の日（昭和四十九年九月一日）から施行する。

附　則〔平成元年三月二二日文部省令第三号抄〕
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１　この省令は、平成元年四月一日から施行する。

附　則〔平成七年二月八日文部省令第一号〕

１　この省令は、平成七年四月一日から施行する。

２　この省令施行の際現に存する幼稚園については、改正後の第三条の規定にかかわらず、平成十三年三月三十一日までは、なお従前の例によること

ができる。

附　則〔平成一四年三月二九日文部科学省令第一七号抄〕

（施行期日）

１　この省令は、平成十四年四月一日から施行する。ただし、第五条に一項を加える改正規定、第七条第二項、第八条第二項、第十条第一項及び第十

二条の改正規定は、平成十五年四月一日から施行する。

附　則〔平成一七年四月一日文部科学省令第三二号〕

この省令は、公布の日から施行する。

附　則〔平成一七年五月一三日文部科学省令第三五号抄〕

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則〔平成一八年九月八日文部科学省令第三四号〕

この省令は、平成十八年十月一日から施行する。

附　則〔平成一九年一〇月三〇日文部科学省令第三四号〕

この省令は、学校教育法等の一部を改正する法律（平成十九年法律第九十六号）の施行の日〔平成一九年一二月二六日〕から施行する。

附　則〔平成一九年一二月二五日文部科学省令第四〇号〕

この省令は、学校教育法等の一部を改正する法律〔平成一九年六月法律第九六号〕の施行の日（平成十九年十二月二十六日）から施行する。ただ

し、〔中略〕第十二条中幼稚園設置基準第五条第一項、第二項及び第三項並びに第六条の改正規定〔中略〕（副校長、主幹教諭又は指導教諭に係る部

分に限る。）は、平成二十年四月一日から施行する。

附　則〔平成二二年三月一〇日文部科学省令第五号〕

この省令は、公布の日から施行する。

附　則〔平成二三年一〇月一九日文部科学省令第三五号〕

この省令は、平成二十四年四月一日から施行する。

附　則〔平成二六年七月三一日文部科学省令第二三号〕

この省令は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律（平成二十四年法律第六十六号）の施

行の日〔平成二七年四月一日〕から施行する。

附　則〔令和八年二月二〇日文部科学省令第三号〕

１　この省令は、令和八年四月一日から施行する。

２　この省令の際現に存する幼稚園における一学級の幼児数については、この省令による改正後の第三条の規定にかかわらず、令和十四年三月三十一

日までは、なお従前の例によることができる。

別表第１（園舎の面積）〔附則第３項〕

学級数 １学級 ２　　学　　級　　以　　上

面積 平方メート

ル

平方メートル

１８０ ３２０＋１００×（学級数－

２）

別表第２（運動場の面積）〔附則第３項〕

学級数 ２　学　級　以　下 ３　学　級　以　上

面積 平方メートル 平方メートル

３３０＋３０×（学

級数－１）

４００＋８０×（学級

数－３）
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​日付：令和8年2月24日​

​○札幌市立幼稚園園則​

​昭和42年２月28日教育委員会規則第３号​

​改正​

​昭和44年10月教育委員会規則第８号​

​昭和45年８月教育委員会規則第４号​

​昭和47年11月教育委員会規則第18号​

​昭和48年５月教育委員会規則第10号​

​昭和48年10月教育委員会規則第16号​

​昭和49年10月教育委員会規則第13号​

​昭和49年12月教育委員会規則第16号​

​昭和50年10月教育委員会規則第７号​

​昭和52年10月教育委員会規則第14号​

​昭和53年10月教育委員会規則第15号​

​昭和54年９月教育委員会規則第11号​

​昭和55年10月教育委員会規則第18号​

​昭和56年10月教育委員会規則第16号​

​昭和57年10月教育委員会規則第16号​

​昭和58年９月教育委員会規則第19号​

​昭和58年10月教育委員会規則第21号​

​昭和59年10月教育委員会規則第16号​

​昭和59年12月教育委員会規則第20号​

​昭和60年10月教育委員会規則第14号​

​昭和62年10月教育委員会規則第９号​

​昭和63年10月教育委員会規則第21号​

​昭和63年11月教育委員会規則第23号​

​平成元年10月教育委員会規則第19号​
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​平成２年10月教育委員会規則第10号​

​平成４年６月教育委員会規則第14号​

​平成６年３月教育委員会規則第２号​

​平成６年９月教育委員会規則第６号​

​平成６年９月教育委員会規則第７号​

​平成７年３月教育委員会規則第４号​

​平成７年７月教育委員会規則第９号​

​平成８年７月教育委員会規則第14号​

​平成９年３月教育委員会規則第５号​

​平成10年７月教育委員会規則第14号​

​平成14年３月20日教育委員会規則第２号​

​平成20年７月29日教育委員会規則第８号​

​平成21年７月30日教育委員会規則第８号​

​平成22年７月28日教育委員会規則第11号​

​平成25年２月５日教育委員会規則第１号​

​平成26年３月28日教育委員会規則第11号​

​平成27年３月26日教育委員会規則第５号​

​令和５年３月20日教育委員会規則第４号​

​令和６年12月16日教育委員会規則第７号​

​札幌市立幼稚園園則​

​目次​

​第１章　総則（第１条・第２条）​

​第２章　保育期間及び休業日（第３条―第５条）​

​第３章　教育課程、保育日時数及び課程の修了認定（第６条・第７条）​

​第４章　職員組織（第８条）​

​第５章　入園及び退園（第９条―第14条）​

​第６章　表彰（第15条）​
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​第７章　預り保育（第16条―第19条）​

​第８章　使用料（第20条）​

​第９章　雑則（第21条）​

​附則​

​第１章　総則​

​（目的）​

​第１条　札幌市立幼稚園（以下「幼稚園」という。）は学校教育法（昭和22年法律第26号）の趣​

​旨に基づき、幼児を保育し、適当な環境を与えて、その心身の発達を助長することを目的とす​

​る。​

​２　幼稚園においては、前項の目的を達成するとともに幼児教育の振興に資するため幼児教育に関​

​し必要な研究をあわせて行うものとする。​

​（定員）​

​第２条　幼稚園の幼児の定員は、別表１のとおりとする。​

​第２章　保育期間及び休業日​

​（保育期間）​

​第３条　保育は、４月１日に始まり翌年３月31日に終る。​

​２　保育期間を分けて次の３期とする。​

​第１保育期　４月１日から７月31日まで​

​第２保育期　８月１日から12月31日まで​

​第３保育期　１月１日から３月31日まで​

​（休業日）​

​第４条　休業日は、次のとおりとする。​

​(１)　国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）第３条に規定する休日​

​(２)　日曜日及び土曜日​

​(３)　開園記念日​

​(４)　夏季休業日　７月10日から８月31日までの間において25日​

​(５)　冬季休業日　12月20日から翌年２月10日までの間において25日​
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​(６)　春季休業日　３月26日から４月８日まで​

​(７)　その他の休業日　13日以内​

​２　前項第３号から第５号までに掲げる休業日の期日又は期間は、園長が定め、教育長に報告しな​

​ければならない。​

​３　第１項第７号の休業日は、教育長の承認を得て、園長が定める。​

​４　園長は、第１項第４号及び第５号に掲げる休業日の総日数を変更しないで、それぞれの休業日​

​の日数を変更することができる。​

​５　園長は、保育上特に必要があると認めたときは、第１項の規定にかかわらず、休業日を保育日​

​とすることができる。​

​６　園長は、前項の規定により第１項第１号及び第２号の規定による休業日を保育日としたとき​

​は、他の保育日を休業日とすることができる。​

​７　園長は、園務の運営上やむを得ないと認めるときは、臨時に保育を行わないことができる。こ​

​の場合において、園長は、速やかに教育長に報告しなければならない。​

​（終始の時刻）​

​第５条　保育の終始の時刻は、園長が定める。​

​第３章　教育課程、保育日時数及び課程の修了認定​

​（教育課程、保育日時数）​

​第６条　教育課程及び保育日時数は別に定めるところによる。​

​（修了証書）​

​第７条　所定の教育課程を修了した者に対しては修了証書（様式１）を授与する。​

​第４章　職員組織​

​（職員組織）​

​第８条　幼稚園に園長、教諭及びその他必要な職員を置く。​

​第５章　入園及び退園​

​（入園許可）​

​第９条　幼児の入園は、園長が許可する。​

​（入園時期）​
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​第10条　幼児の入園時期は４月とする。ただし、欠員のある場合は、随時入園させることができ​

​る。​

​（幼児の募集）​

​第11条　幼児の募集人員及び入園願書の提出期日等、幼児の募集について必要な事項はその都度告​

​示する。​

​（入園の取扱）​

​第12条　入園しようとする者は、入園願書（様式２）を指定された期日までに、入園しようとする​

​幼稚園の園長に提出しなければならない。​

​２　入園しようとする者の数が募集人員を超過した場合には、園長が教育長の定める方法により入​

​園者の選考を行うものとする。​

​（欠席）​

​第13条　幼児が欠席するときは、適当な方法で保護者から届け出なければならない。​

​（休学、退園）​

​第14条　幼児が長期の休学又は退園しようとするときは、その理由を記して保護者から園長に届け​

​出なければならない。​

​第６章　表彰​

​（表彰）​

​第15条　園長は、保育上必要があると認めるときは幼児を表彰することができる。​

​第７章　預り保育​

​（対象者及び定員）​

​第16条　預り保育（札幌市立幼稚園の使用料に関する条例（昭和42年条例第１号）第２条第３号​

​に規定する預り保育をいう。以下同じ。）は、当該幼稚園に在籍している幼児（第14条の規定に​

​より長期の休学をしている者を除く。）に対し、実施する。​

​２　幼稚園の預り保育の定員は、別表２のとおりとする。​

​（実施時間）​

​第17条　預り保育を行う時間は、午前８時から午後６時まで（第６条の規定により定める教育課程​

​に係る保育を行う時間を除く。）とする。​
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​（休業日）​

​第18条　預り保育の休業日は、次のとおりとする。​

​(１)　第４条第１項第１号から第３号までに掲げる日​

​(２)　12月29日から翌年１月３日まで​

​(３)　教育長の承認を得て、園長が定める５日以内の日​

​２　園長は、園務の運営上やむを得ないと認める場合は、臨時に預り保育を行わないことができ​

​る。この場合において、園長は、速やかに教育長に報告しなければならない。​

​（預り保育の手続）​

​第19条　預り保育を利用しようとする者（以下「預り保育の申請者」という。）は、預り保育を利​

​用しようとする日の属する月の前月15日までに預り保育利用申請書（様式３）を園長に提出しな​

​ければならない。ただし、当該預り保育を利用しようとする日の預り保育の利用者の数が別表２​

​に定める預り保育の定員に満たない場合は、園長が定める日までに預り保育利用申請書を園長に​

​提出することにより、預り保育を利用することができる。​

​２　前項の規定にかかわらず、園長が特に認めた場合は、事前に預り保育利用申請書を提出するこ​

​となく、預り保育を利用することができる。​

​３　預り保育の申請者の数が別表２に定める預り保育の定員を超過した場合は、園長が、教育長の​

​定める方法により選考を行うものとする。​

​４　園長は、預り保育の利用の承認を決定した場合は、預り保育の申請者に対して預り保育利用決​

​定通知書（様式４）により通知するものとする。​

​第８章　使用料​

​第20条　使用料については、札幌市立幼稚園の使用料に関する条例の定めるところによる。​

​第９章　雑則​

​（委任）​

​第21条　この規則の施行に関し必要な事項は、園長が定める。​

​附　則​

​１　この規則は、昭和42年３月１日から施行する。​

​２、３　省略​
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​附　則（昭和44年（教）規則第８号）～附　則（平成21年（教）規則第８号）​

​省略​

​附　則（平成22年（教）規則第11号）​

​（施行期日）​

​１　この規則は、平成23年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。​

​（経過措置）​

​２　施行日から平成24年３月31日までの間は、別表中「​

​札幌市立たいへいみなみ幼稚園​ ​―​ ​―​ ​70人​

​札幌市立ひがしなえぼ幼稚園​ ​20人​ ​35人​ ​35人​

​札幌市立きくすいもとまち幼稚園​ ​20人​ ​35人​ ​35人​

​札幌市立あつべつきた幼稚園​ ​20人​ ​35人​ ​35人​

​」とあるのは「​

​札幌市立たいへいみなみ幼稚園​ ​―​ ​70人​ ​70人​

​札幌市立ひがしなえぼ幼稚園​ ​20人​ ​35人​ ​70人​

​札幌市立きくすいもとまち幼稚園​ ​20人​ ​35人​ ​70人​

​札幌市立あつべつきた幼稚園​ ​20人​ ​35人​ ​70人​

​」と、「​

​札幌市立ふくいの幼稚園​ ​―​ ​―​ ​70人​

​札幌市立はまなす幼稚園​ ​20人​ ​35人​ ​35人​

​札幌市立手稲中央幼稚園​ ​20人​ ​35人​ ​35人​

​札幌市立いなづみ幼稚園​ ​―​ ​―​ ​70人​

​」とあるのは「​

​札幌市立ふくいの幼稚園​ ​―​ ​70人​ ​70人​

​札幌市立はまなす幼稚園​ ​20人​ ​35人​ ​70人​

​札幌市立手稲中央幼稚園​ ​20人​ ​35人​ ​70人​

​札幌市立いなづみ幼稚園​ ​―​ ​70人​ ​70人​
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​」とする。​

​３　札幌市立幼稚園園則の一部を改正する規則（平成21年教育委員会規則第８号）の一部改正〔省​

​略〕​

​附　則（平成25年（教）規則第１号）​

​この規則は、平成25年４月１日から施行する。​

​附　則（平成26年（教）規則第11号）​

​この規則は、平成26年４月１日から施行する。ただし、第２条中札幌市立幼稚園園則別表を別表​

​１とし、同表の次に１表を加える改正規定（別表２札幌市立白楊幼稚園の項から札幌市立かっこう​

​幼稚園の項まで及び札幌市立もいわ幼稚園の項から札幌市立手稲中央幼稚園の項までに係る部分に​

​限る。）は、同年10月１日から施行する。​

​附　則（平成27年（教）規則第５号）​

​この規則は、平成27年４月１日から施行する。​

​附　則（令和５年（教）規則第４号）​

​この規則は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は令和６年４月１日から、​

​第３条の規定は令和７年４月１日から施行する。​

​附　則（令和６年（教）規則第７号）​

​この規則は、公布の日から施行する。​

​別表１​

​名称​ ​定員​

​３歳の幼児​ ​４歳の幼児​ ​５歳の幼児​

​札幌市立中央幼稚園​ ​20人​ ​35人​ ​35人​

​札幌市立白楊幼稚園​ ​20人​ ​35人​ ​35人​

​札幌市立きくすいもとまち幼稚園​ ​20人​ ​35人​ ​35人​

​札幌市立かっこう幼稚園​ ​20人​ ​35人​ ​35人​

​札幌市立はまなす幼稚園​ ​20人​ ​35人​ ​35人​

​備考　この表に規定する年齢は、年度当初における年齢をいう。​
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​別表２​

​名称​ ​預り保育の定員​

​札幌市立中央幼稚園​ ​25人​

​札幌市立白楊幼稚園​ ​25人​

​札幌市立きくすいもとまち幼稚園​ ​25人​

​札幌市立かっこう幼稚園​ ​25人​

​札幌市立はまなす幼稚園​ ​25人​

​様式１​
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第３章 必要な条件整備 

１．地方自治体における幼児教育担当部局の在り方 

〇 地方自治体においては、複数の施設類型が存在し、私立園が多い幼児教育の現場において、

設置者や施設類型を問わず、幼児教育の質向上や幼保小の接続等の取組を一体的に推進する

ため、幼保担当部局の連携・協働や一元化を一層推進することが重要である。 

〇 その際、幼児教育と小学校教育との円滑な接続、さらには０歳から 18歳までの発達や学び

の連続性を踏まえた教育の一貫性・連続性を確保する観点から、設置者や施設類型を問わず、

国公私立の幼児教育施設における教育に関する指導・助言、研修の実施、専門人材の育成等

については、児童福祉等の担当部局とも連携しつつ、教育委員会が積極的に関与して役割を

果たしていくことが必要である。 

〇 具体的には、地方自治体においては、幼児期及び幼保小接続期の教育に関しては、設置者

や施設類型を問わず、教育委員会が一元的に所管したり、又は他の関係部局が所管する場合

においても教育委員会が一定の責任を果たす組織体制を構築したりすることなどにより、教

育委員会が有する学校教育の専門的知見を生かしながら、幼児教育段階から高等学校教育段

階までの教育の一貫性・連続性を確保した施策を展開することが重要である。教育委員会に

おいては、このような役割を積極的に果たしていくため、幼児教育の専門性を有する指導主

事等を配置し、指導力の向上を図っていくことが期待される。 

 

２．今後の幼児教育施設の在り方 

〇 我が国においては、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要な幼児教育を、国公私立の幼

児教育施設が３要領・指針に基づく教育活動を行うことにより提供してきている。その中で

も、私立の幼児教育施設が全体園児数の約８割を受け入れて行うなど、その果たしている役

割は非常に大きい 50。私立幼稚園等においては、建学の精神に基づく創意工夫の下で、特色

ある教育活動が行われてきているところである。 

○ また、幼児教育施設は幼児教育を行うだけでなく、前述の第２章２．（５）のとおり、保護

者の子育てに対する相談や情報提供、保護者同士の交流の場となるとともに、地域の社会資

源や人的資源をつなぐ交流の拠点として、地域全体の活性化や地域住民のウェルビーイング

の向上においても重要な役割を果たしている。 

○ 国においては、今後、人口減少が急速に進み、運営の継続が困難となる幼児教育施設が増

える地域も出てくることが見込まれる中、家庭や地域の状況に関わらず、全ての子供に格差

 
50 文部科学省「令和６年度学校基本調査」 （速報値）では、幼稚園（幼稚園型認定こども園を含む。以下、同じ）

の園児数合計 757,880 人のうち私立幼稚園の園児数は 669,051 人（88.3%）、幼保連携型認定こども園の園児数

合計 862,159人のうち私立幼保連携型認定こども園の園児数は 760,494人 （88.2%）である。また、厚生労働省

「令和４年社会福祉施設等調査」では、保育所（保育所型認定こども園を含む。以下、同じ）の園児数合計

1,964,132人のうち私立保育所の園児数は 1,414,426人（72.0%）である。 
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なく質の高い幼児教育を保障するという観点や、幼児教育施設が地域社会の維持・発展にと

って重要なインフラであるという観点から、地域において幼児教育施設の規模や期待する役

割など今後の在り方について検討を進めることができるよう、調査研究を実施しその結果を

共有するなどの支援を行っていくことが必要である。 

〇 また、とりわけ公立幼稚園が、他の幼児教育施設に比して、少子化や共働き世帯の増加等

の影響により著しく減少を続けている 51ことにも注視が必要である。公立幼稚園は、これま

でも幼稚園教育要領を着実に実践し、その専門的知見やノウハウを他の幼児教育施設に提供

するなど、地域の幼児教育の質向上において重要な役割を果たしてきており、今後もその役

割を果たすことが重要である。 

〇 具体的には、公立幼稚園は、地域の幼児教育の質向上に向けて、①幼児教育の拠点園とし

て、地域の子供の実態に基づく実践研究を実施するとともに、他の幼児教育施設等に開いた

研修や公開保育等を通じて、地域に幼稚園教育要領の趣旨やこれに基づく実践を浸透させる

役割、②小学校以降との円滑な接続を図るため、域内の小学校（タテ）と幼児教育施設等 （ヨ

コ）をつなぐ結節点となり、架け橋期のカリキュラムの編成・実施・改善を主導する役割、

③障害のある幼児や外国籍等の幼児を含む全ての幼児に質の高い幼児教育の機会を保障す

る役割、④域内の他の幼児教育施設や地方自治体との人事交流を通じて地域の幼児教育を担

う人材、ひいては幼児教育を担当する指導主事や幼児教育アドバイザーとして活躍する人材

を輩出する役割、⑤幼児教育の重要性や幼児期の発達の特性を踏まえた日々の教育活動につ

いて、地域に発信する役割などを果たしていくことが重要である。 

〇 地方自治体は、このような地域における公立幼稚園の役割を踏まえ、域内において公立幼

稚園が果たすべき役割を明確化するとともに、その役割を果たせるよう、地域の実情や保護

者のニーズ等を踏まえつつ、公立幼稚園における３年保育や預かり保育の実施、認定こども

園への移行などについて検討することが必要である。なお、既に公立幼稚園がない地方自治

体においては、公立の認定こども園や保育所等が地域の幼児教育の拠点園となり、地域の幼

児教育の質向上に向けて、前述のような役割を果たしていくことが重要である。 

〇 国立大学附属幼稚園においては、大学の教員養成課程とも連携しつつ、幼児を取り巻く社

会情勢の変化の中で教育課題に係る先進的な実践研究を行い、当該研究の成果を附属幼稚園

における公開保育や県内の公立幼稚園等との交流人事、指導資料の開発等を通じて普及を図

ってきた。また、地域とも連携して、県内の公立幼稚園等における実践も通じて他の幼児教

育施設への展開を進めてきたところである。今後もこれらの取組を通じて、広域のネットワ

ークを形成しながら、地域の幼児教育を牽引する役割を果たしていくことが重要である。 

〇 近年、認定こども園が増加傾向にあるほか、就園の有無も含めて多様な環境や様々な発達

状況にある満３歳未満児の状態を踏まえながら、満３歳以上児の教育との円滑な接続や幼保

小の接続を見通した幼児期における教育の一貫性・連続性の確保という観点から、幼児教育

 
51 公立幼稚園（幼稚園型認定こども園を含む）は、平成 27年には 4,321園あったものの令和４年には 2,910園

まで減少している。また「令和５年度私立幼稚園の子ども・子育て支援新制度への移行状況等調査」において、

今後５年以内に公立幼稚園の統廃合を行う予定があると回答のあった地方自治体のデータを収集したところ、

令和９年度末までに 193 園の公立幼稚園が廃園等するとともに、114 園が認定こども園に移行する予定となっ

ている。 






